
事業事前評価表 

 

国際協力機構アフリカ部アフリカ第二課 

１．案件名（国名） 

国名：エチオピア連邦民主共和国  

案件名：貧困農民支援（2KR） 

The Food Security Project for Underprivileged Farmers 

 

２．事業の背景と必要性  

(1) 当該国における農業セクターの現状と課題 

エチオピア連邦民主共和国（以下、「エチオピア」）において、農業は、全就労人口の

76.8％を占め（2011 年）、GDP の 43％（2008 年）を占める基幹産業である。農用地は、

国土の 32％にあたる 3,498 万 ha であるが、実際に農業生産に利用されている耕作地は

26％に過ぎない。ごく一部で、企業経営による輸出向けのコーヒー、園芸作物が生産さ

れているが、主には天水に依存したテフ、トウモロコシ、ソルガム、コムギ、オオムギ

等の穀物が栽培されている。土地所有面積は 2ha 以下の零細農家が農家全体の 83％を

占め、その多くは自給自足に近い農業を営んでいる。 

エチオピアでは、周期的な干ばつ、過放牧による土壌劣化、薪採取による森林減少、

貧弱なインフラ及び産業基盤により、穀物自給のポテンシャルを有しているにもかかわ

らず、毎年 500 万人以上の食料支援が必要となっている。また、エチオピアを含む「ア

フリカの角」地域では、近年の極端な降雨不足により、農業生産の激減と食糧不足が度々

発生しており、2011 年の干ばつの際には、同地域で 1,300 万人以上が深刻な食糧不足

に陥った。エチオピアでは気候変動への対応能力を強化するための食糧増産等の農業支

援を含む中長期的支援が求められている。 

 

(2) 当該国における農業セクターの開発政策における本事業の位置づけと必要性 

エチオピアでは、2010 年 11 月に策定された国家開発計画（GTP: Growth and 

Transformation Plan）において、主要穀物の生産量を、現行の 1,913 万トン（2009/2010）

から 2,677 万トン（2014/15）に、また平均単収を 1.7 トン/ha（2009/2010）から 2.2

トン/ha（2014/15）まで増加させることを目標としている。また、かかる目標達成に向

け、優良種子の使用、化学肥料の投入等を広く小規模農家に実践させることが計画され

ている。 

特に、化学肥料（尿素及びＤＡＰ）については、GTP の前計画である「貧困終焉のた

めの加速的かつ持続的開発計画」（PASDEP: Plan for Accelerated and Sustained 

Development to End Poverty 2005-2010）において、83 万トンが投入され、主要穀物の

平均単収は、1.21 トン/ha（2004/05）から 1.7 トン/ha（2009/2010）に増加した実績を

背景に、かかる肥料投入による増産計画が最優先事項として期待されている。本貧困農

民支援事業の実施は、この目標達成に貢献するものである。 

 

(3) 農業セクターに対する我が国及びJICAの援助方針と実績 

エチオピア国への我が国の援助重点分野「農業･農村開発」において、継続的な農業生

産性向上が農業分野の中長期的な発展の鍵であるとし、最重点分野として取り組む方針

である。農業生産性向上分野では、これまで灌漑開発、優良種子振興、農業研究・普及



 

などの技術協力を実施しており、特に現在実施中の技術協力プロジェクト「小規模農民

のための優良種子振興プロジェクト（2010年～2014年）」により、相乗効果が見込まれる。 

貧困農民支援事業の近年の援助実績は以下のとおり。  

2010 年度（4.9 億円、尿素）、2009 年度（5.9 億円、尿素）、2007 年度（4.5 億円、

尿素）、2005 年度（4.48 億円、尿素）  

(4) 他の援助機関の対応 

2003 年から他ドナーは同国への援助基本方針を肥料等の現物支給から財政支援に切

り替えており、本事業との重複は想定されていない。 

 

３．事業概要  

(1) 事業の目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

本案件は、エチオピア国が肥料を調達するための資金を提供することにより、主要食用

作物（テフ、トウモロコシ、ソルガム、コムギ、オオムギ)の生産性向上・生産量の増加に

寄与することを目的とする。 

(2) プロジェクトサイト/対象地域名 

 全国を対象とするが、農業ポテンシャルが高い地域及びアクセスが悪く肥料が不足す

る遠隔地域を重点地域としている。なお、下記(6)事業実施体制に示す AISE は全国に７

か所の倉庫と 50 か所の販売センターを保有しており、これらを通じて遠隔地域へ配布す

ることになる。 

(3) 事業概要 

1) 調達対象品目(肥料)   

肥料(尿素) （6,677 トン） 

2) コンサルティング・サービス/ソフトコンポーネントの内容 

調達監理 

(4) 総事業費/概算協力額 

  総事業費 4.90 億円（日本側） 

(5) 事業実施スケジュール（協力期間） 

2013 年 1 月～2013 年 12 月を予定（G/A 署名年月から検収・引き渡しまで） 

(6) 事業実施体制（実施機関/カウンターパート） 

農業省／農業資機材供給公社（AISE） 

(7) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境社会配慮  

① カテゴリ分類 C 

② カテゴリ分類の根拠  

本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」(2010 年 4 月公布)に掲げる

影響を及ぼしやすいセクター・特性及び影響を受けやすい地域に該当せず、環境へ

の望ましくない影響は最小限であると判断されるため。 

2) 貧困削減促進  

上記の(2)に記すとおり、本事業では貧困小規模農家の多い遠隔地へ重点的に配布

する計画であり、貧困削減の促進が期待できる。 



 

3) 社会開発促進(ジェンダーの視点、エイズ等感染症対策、参加型開発、障害者配慮

等) 

 特になし。 

 

(8) 他事業、ドナー等との連携・役割分担 

技術協力プロジェクト「小規模農民のための優良種子振興プロジェクト」（2010 年

～2014 年）にて、主要作物（コムギ、テフ）の栽培技術指導を行っており、本事業

による肥料を用いることで、より収量を高めることが期待される。 

 

(9) その他特記事項 

特になし。 

 

４. 外部条件・リスクコントロール 

・対象地域への肥料運搬が治安や気象災害等の要因により妨げられない。 

・降雨量の大幅な減少など、天候の著しい変動がない。 

 

５. 過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 

エチオピアでは穀物栽培において DAP と尿素の 2 種類の肥料が使用されているが、過

去の貧困農民支援では、調達物資を１品目（尿素）とすることで、スケールメリットが

働き、より安い価格での調達を可能としている。DAP との併用率が高く、かつ窒素源とし

て重要な尿素を安価でより多量に調達することは同国の対象穀物の生産性増加にも直結

する。 

 

６. 評価結果 

以下の内容により本案件の妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。 

(1)妥当性 

1)本事業は、２．(1)(2)に記載の通り、同国の政策に沿って、主要穀物の増産に貢献

するものである。 

2)本事業は、２．(3)に記載の通り、農業・農村開発を重点課題として取り組む我が

国の援助方針に合致する。 

 

(2) 有効性 

本協力対象事業の実施により肥料（尿素）が調達・販売されることで、以下の効果が見

込まれる。 

1) 定量的効果 

対象作物（テフ、トウモロコシ、ソルガム、コムギ、オオムギ）の単収及び生産量

が増加する。 

2) 定性的効果 

協力対象地域での食料生産増加により市場における食料価格の安定化が図られる。 

  なお、効果の確認にあたっては気象条件の変動、適切な販売、および適切な施肥に    

ついて考慮する必要がある。 

以 上 


